（様式－①）

第　　　号

平成　　年　月　日

福祉サービス第三者評価機関認証申請書

とちぎ福祉サービス第三者評価推進機構

委員長　　　　　　　　　　　　様

法人住所
法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
福祉サービス第三者評価機関として認証を受けたいので、とちぎ福祉サービス第三者評価推進機構福祉サービス第三者評価機関認証要領の規定に基づき、次の書類を添えて申請します。

記

（１）　法人の定款、寄付行為等及び法人登記簿の謄本

（２）　法人の理事会等の構成員の名簿（様式１）

（３）　前年度の事業報告書、収支計算書、貸借対照表、財産目録

（４）　評価調査者名簿（様式２）

（５）　料金表

（６）　第三者評価の手法に関する規程

（７）　第三者評価基準

（８）　守秘義務に関する規程

（９）　文書図画及び電磁的記録の保存及び廃棄に関する規程

（10）　倫理規程
（11）　評価機関情報（様式３）

（12）　所属評価調査者情報（様式４）
（13）　認証要領２（１）ウの各号に該当すること等の申告書（様式５）
（14）　第三者評価の手法２（５）、（６）各号に関することの申告書（様式５－②）
（15）　苦情等への対応体制報告書（様式６）

（16）　研修機会確保状況報告書（様式７）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務担当者　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

（様式３）

評価機関情報
記入日　平成　　年　　月　　日

	※認証番号
	

	評価機関名
	

	代表者名
	

	所在地等
	（住所）〒

（電話）　　　　　　　　　（FAX）

（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ）　　　　　　　（E-mail）

	評価対象サービス
	

	評価料金
	

	所属評価調査者
	

	評価の手法等
	

	評価実績件数
	高齢者　　　件、障害者　　　件、児童　　　　件


以下の欄は、評価機関によって自ら記入される情報です。

	PR欄


	


（記入にあたって）

・※印は、推進機構で記入します。

・上記の内容はそのまま推進機構ホームページに掲載します。

・「所属評価調査者」欄には、評価調査者養成研修修了者番号をご記入ください。

　

（様式４）

所属評価調査者情報

記入日　平成　　年　　月　　日

	評価調査者養成研修修了者番号
	

	所属評価機関名
	

	評価実績件数
	高齢者　　　件

障害者　　　件

児童　　　　件

	主な経歴
	

	現職
	

	評価に関連する主な資格
	


　（記入にあたって）

　・一人１枚使用してください。

・上記の内容は、そのまま推進機構ホームページに掲載します。
（様式５）
認証要領２（１）ウの各号に該当すること等の申告書
とちぎ福祉サービス第三者評価推進機構委員長様
住　所
法人名
代表者名
　当法人は、とちぎ福祉サービス第三者評価推進機構設置要綱及びとちぎ福祉サービス第三者評価推進機構福祉サービス第三者評価機関認証要領を遵守するとともに、認証要領２（１）ウの各号にはいずれも該当することを申告します。
（参考）
認証要領
　２（認証要件）
（１）ウ　次のいずれにも該当すること。
（ア）県推進機構又は他の都道府県の推進組織から第三者評価機関の認証を取り消されてから５年を経過していないものでないこと。
（イ）社会福祉に関する法令の規定により刑に処せられ又は行政処分を受けてから５年を経過していないものでないこと。
（ウ）第三者評価機関の取消要件に該当する行為又は法令違反の行為を行ってから５年を経過していないものでないこと。
（エ）役員のうちに、第三者評価機関の認証を取り消され、社会福祉に関する法令の規定により刑に処せられ、若しくは行政処分を受けてから５年を経過していない者又はこれらの処分等を受けた法人の役員であった者で処分等の日から５年を経過していない者を含まないこと。
（オ）その他当該法人又は法人の役員に社会通念上第三者評価機関として認証することを不適当と認める事跡のないこと。
（カ）当該法人内において実施している福祉サービスについては、第三者評価を実施しないこと。
（様式５）－②
第三者評価の手法２（５）、（６）各号に関することの申告書
とちぎ福祉サービス第三者評価推進機構委員長様
住　所
法人名
代表者名
　当法人は、とちぎ福祉サービス第三者評価推進機構で定める第三者評価の手法を遵守し、万一第三者評価の手法２（５）、（６）の各号に該当する評価を実施した場合は速やかにとちぎ福祉サービス第三者評価推進機構委員長に報告します。
（参考）
第三者評価の手法
　２　評価の実施
（５） 評価機関は次に掲げる事業所の評価を行うことはできない。
評価機関の代表者や理事、役員等が現在所属する法人が経営する事業所

なお、ここでいう所属とは、事業所を経営する法人の代表者や理事、役員等であること、または事業所を経営する法人と雇用関係にあることをいう。

(６)　評価調査者は、次に掲げる事業所の評価を行うことはできない。

①　評価調査者が現在所属する法人が経営する事業所

②　評価調査者の４親等以内の親族が現在所属する法人が経営する事業所

なお、ここでいう所属とは、事業所を経営する法人の代表者や理事、役員等であること、または事業所を経営する法人と雇用関係にあることをいう。

（様式６）

苦情等への対応体制報告書

とちぎ福祉サービス第三者評価推進機構委員長様

住　所

法人名

代表者名

　当法人における苦情等の処理体制は次のとおりであるので報告します。

	１　苦情処理責任者名、役職名


	担当者名

役職名



	２　苦情処理窓口の所在地、電話番号、ファクシミリ番号、メールアドレス等
	所在地

電話

FAX

e-mail



	３　苦情処理の記録方法


	· 個別記録票を作って相手方ごとに管理

（個別記録票様式：別添のとおり）

· 記録ノートを作って時系列的に管理

（記録ノート様式：別添のとおり）

· その他

（具体的には：

　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	４　その他


	


（様式７）

研 修 機 会 確 保 状 況 報 告 書

とちぎ福祉サービス第三者評価推進機構委員長　様

住　所

法人名

代表者

当法人の評価調査者に対する研修機会の確保状況は次のとおりであるので　報告します。

	１　新任者に対する

研修

（※該当項目に全て

○を付ける）


	ア　推進機構が行う養成研修を、法人がその費用の全部又は一部を負担して受講させる

イ　推進機構が行う養成研修を、本人にその費用の全部を負担させて受講させる

ウ　推進機構が行う養成研修の他に、法人として独自の研修を法人がその費用の全部を負担して受講させる

エ　推進機構が行う養成研修の他に、法人として独自の研修を本人に費用の全部又は一部を負担させて受講させる

オ　既に研修を修了した者のみを採用するなどしているため、新任者に対する研修は特に行わない

カ　その他（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	２　継続者に対する

　　研修

　（※該当項目に全て

○を付ける）


	ア　推進機構が行う継続研修を、法人がその費用の全部又は一部を負担して受講させる

イ　推進機構が行う継続研修を、本人にその費用の全部を負担させて受講させる

ウ　推進機構が行う継続研修の他に、法人として独自の研修を法人がその費用の全部を負担して受講させる

エ　推進機構が行う継続研修の他に、法人として独自の研修を本人に費用の全部又は一部を負担させて受講させる

オ　継続者に対する研修は特に行わない

カ　その他（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	３　その他特記事項

　（研修機会に関して何かあれば記入する）
	


